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１．はじめに 

 

本研究の対象である低頻度メガリスク型沿岸域災害と

は、海岸保全施設による防護等のハード対策で計画され

ている規模(計画外力)を上回る高潮・津波による災害で

ある。このような災害事象は、2004年のインド洋大津波

や2005年のハリケーン・カトリーナのように発生頻度は

極めて低いものの、一度発生すると大規模で甚大な被害

を生じさせる1)。このような低頻度メガリスク型沿岸域

災害に対する対策は、対策効果を発現する機会も極端に

少ないため、投資効果を評価しにくい対策といえる。従

って、対策推進に向けては、費用対効果の向上が必要で

あり、災害時の減災効果だけでなく、平常時においても

社会的効用も有する対策が求められる。 

本論文では、上記に述べた特色を持つ低頻度メガリス

ク型沿岸域災害に対する対策のあり方とその評価手法に

ついて検討した結果を報告する。 

 

２．低頻度メガリスク型沿岸域災害対策の特徴と課題 

 

（１）メガリスク型沿岸域災害による被災メカニズム 

本研究の対象であるメガリスク型沿岸域災害は、超巨

大災害であり、通常の津波・高潮災害では想定されてい

ないような巨大な外力が発生すると考えている。このよ

うな外力が発生した場合、臨海部の都市インフラである

道路、鉄道、電力、ガス、通信、上下水道において、現

在の災害対策では想定していない形での被害の発生をも

想定しなければならない。 

図－１に示すように、まず想定を超える脆弱部からの

海水や漂流物の流入により施設や機器等に直接的な被害

が発生する。これらの被害は、インフラの機能低下をも

たらし、利用者への影響波及を通じて臨海部における立

地企業の営業損失や生活利便性の低下を引き起こす。最

終的には、地域経済の落ち込みをもたらし、悪循環が加

わり、臨海部に経済機能が極度に集積している我が国で

は、甚大な被害に拡大することが強く懸念される。 

 
図－１ メガリスク型沿岸域災害のインパクトフロー

（巨大津波の場合） 

 

（２）低頻度メガリスク型沿岸域災害対策の特徴と課題 

災害対策の実施とは、図－２に示すように、立案した

計画(①)を遂行(②)して、計画の成果(③)としての災害

対応施設の整備や災害に強い都市構造を実現することで

ある。しかし、災害対策において③は、あくまで手段で

あり、災害対策の真の目的(＝計画の帰結(④))は、災害

時における人・財産等の被害の低減である。 
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図－２ 災害対策のトータルプロセス 

しかし、③→④の関係は、「災害が発生した場合」と

いう条件的関係であり、災害対策の効果は、災害が発生

して初めて発現する。現行の防災投資の評価マニュアル

では、「便益は施設供用後に100％発生すると想定され

る」2)として災害対策の効果を「将に来んとするもの

(将来事象)」として扱っているものもある。一般的に防

護便益(災害対策の効果)は、災害の発生確率と時間の経

過を加味した被害軽減額の期待値で評価される3)。 
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ここで、 

B ：防護便益 

Dwo ：対策未実施時の被害額 

Dw ：対策実施時の被害額 

P(t) ：t年における対象災害の発生確率 

i ：社会的割引率 

t0 ：供用開始年次 

T ：供用終了年次(耐用年数) 

低頻度メガリスク型沿岸域災害により想定される広範

で甚大な被害を完全に防護(Dw=0)しようとすると、莫

大な投資になる。一方、現行の投資評価における投資可

能額(C)は、得られる便益(B)以下であることが求めら

れている。仮に被害軽減額(Dwo-Dw)を100、災害発生確

率(P(t))を200年確率、社会的割引率を４％、供用開始 

(t0)を11年後、供用終了(T)をt0から50年間とした場合、

その防護便益(B)は7.6となり、被害軽減額の10分の１

も投資できないことになる。同様に1000年確率の場合は、

被害軽減額の1.5％が投資限界となる。 

さらに、その発生頻度は、極めて低く、「未だ来らざ

るもの(未来事象)」に対して莫大な投資をしても災害が

生起し被害が発生しない限り防護便益は発現しないため、

無駄な投資との批判が懸念される。 

以上より現行の防災投資の評価手法に基づけば低頻度

メガリスク型沿岸域災害への対策の実施は困難である。 

 

３．No-Regret-Policyに基づく低頻度メガリスク型沿岸

域災害対策の推進に向けた評価手法の検討 

 

（１）No-Regretな沿岸域災害対策の考え方 

しかしながら、低頻度メガリスク型沿岸域災害は、２

（１）で見たように、一旦発災するとその被害は甚大で

あり、地域社会の致命的なダメージを防ぐための対策実

施が不可欠である。それには、従来とは考え方が異なる

投資効果の評価に基づく対策の展開が必要である。本論

文では、新たな沿岸域災害対策の考え方について表－１

に示す「後悔しない政策(No-Regret-Policy)」の立場か

らの提案を試みる。 

表－１ 後悔しない政策(No-Regret-Policy)の考え方 

・超過外力による巨大災害が発生しても「備えを怠っていた」と後悔しない 

・供用期間中に災害が生起しなくても「無駄な投資をした」と後悔しない 

 

上記の考え方に基づくNo-Regret-Policyとは、巨大災

害時には減災効果を発揮するだけでなく、図－２の③→

④の条件的関係を平常時にまで拡大し、平常時の多様な

社会的効用をも考慮することで、後悔しない意思決定を

しようとするものである。それは、表－２に示すように

「防災を主機能とするもの」と「それら以外の機能を主

機能とするもの」から構成される総合的な社会基盤整備

による減災対策と位置づけられる。 

表－２ 社会基盤施設整備におけるNo-Regret-Policy 

A)防災を主機能とする施設：平常時も社会的効用あり(災害時は減災効果発揮) 

B)その他の施設：巨大災害時には減災効果を発揮(平常時は社会的効用あり) 

 

A)は、防波堤や防潮施設等の整備であり、これらは、

当然減災効果を有している。No-Regret-Policyでは、施

設の供用期間中に災害が生起しなくても無駄な投資にな

らないよう、これらに「賑わい空間の創出」など平常時

における多様な効用も付加することになる。 

一方、B)としては、岸壁、上屋・倉庫、建築物、森

林・植林・植栽の第一線への立地、プロムナード・緑地、

土地利用などの配置計画の工夫による減災機能の付与が

考えられる。平常時はその施設の本来の効果を得ること

が出来るとともに、災害時には津波・高潮のエネルギー

の減殺、到達時間の遅延、防潮、避難場所確保などの効

果が得られるものと考えられる。また、救急・救援活動

拠点としての効果、復旧・復興活動拠点として効果も考

えられる。 

 

（２）効果評価の定量的手法の検討 

a）No-Regretな沿岸域災害対策の投資評価式の提案 

まず、上記の対策効果(＝便益)について帰着する主体

別に整理した便益帰着構成表を表－３に示す。 

現行の評価手法における便益の算定対象は、主に港

湾や背後における家屋・家庭用品、事業所、公共施設な

どの資産に対する直接被害の軽減額である。 

一方、表－３に示すようにNo-Regretな沿岸域災害対

策の効果は、多様で平常時にも及ぶ。従って、便益算定

対象も災害時の臨海部インフラ利用関連被害の軽減額と

平常時の社会的効用(消費者余剰の増分等)に拡張する必

要がある。これらを踏まえたNo-Regretな沿岸域災害対

策の投資評価式は、式(3.1)となる。 



表－３ 低頻度メガリスク型沿岸域災害に対するNo-Regretな災害対策の便益帰着構成表(案) 
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ここで、 

bt資産被害 ：災害時の資産被害軽減額 

bt利用被害 ：災害時のインフラ利用関連被害軽減額 

bt平常時 ：平常時の消費者余剰の増分等 

b）臨海部インフラ利用関連被害に関する減災効果の

定量的評価手法の検討 

臨海部インフラ利用者、供給者における減災効果は、

表－４に示すような１次被害算定式に基づき、対策の有

無による影響量に影響量当たりの被害額単価を乗じるこ

とにより計算することができる。 

表－４ インフラ利用・供給における１次被害算定式 

 

また、図－１の地域全体への影響については、１次

被害額を産業連関表の該当部門に投入することにより、

その影響を計測することができる。これは、１次被害を

帰着ベースで計測したものと考えられ、基本的には重複

計上であるが、１次被害算定における単価が被害を適切

に代表しているとは限らないため、帰着ベースで被害額

で算定し、評価することにも一定の意味はあると考えら

れる。 

c）平常時の社会的効用の定量的評価手法の検討 

No-Regretによる平常時の効果は、表－３に示す施設

配置変更による使い勝手や住環境の変化、交流機会の増

加であり、既往の社会基盤施設整備の事業評価手法を用

いて対策の有無による消費者余剰の増分等を算出するこ

とにより計算できる。 

d）平常時の社会的効用を反映した投資限界の分析 

前章と同様の条件の下、式(3.1)に基づき平常時の効

果を加味して投資限界を試算した結果を表－５に示す。

災害時の効果に対して６％の平常時の効果があれば200

年確率以下の場合、被害軽減額と同額程度の投資が可能

であり、７％以上があればいずれのケースも被害軽減額

以上の投資が可能となる。 

メガリスク型沿岸域災害による被害は、広域でかつ

莫大なものとなる。仮に兆円単位とすると、その数パー

セントで数十億円単位となる。一方、平常時の機能・便

益は地域が限定され、これだけの便益を発現する施設・

施策の想定が可能かどうかの検討は今後の課題である。 

表－５ 試算結果 

 

 

（３）新たな評価手法に関する模索 

a）新たな効果・便益のとらえ方の採用 

これまで災害対策の効果は、被害軽減額と等価である



としてきた。しかし、絶対値が等値でも「被害を受け

る」という負の価値と「被害を回避する」という正の価

値の感じ方は大きく異なる。例えばプロスペクト理論4)

では、図－３に示すように利益と損失で価値(v)の絶対

値が異なる評価基準を用いる。計測したリスクの評価に

おいてはこの考え方を援用することが考えられる。 
また、被害の発生から復旧までには時間の経過が介在

するため、図－４に示すように災害がなかった場合と同

等の水準に戻すためには、現状復旧以上の投資が必要と

なる。このギャップを災害対策の投資評価に反映するこ

とについても検討が必要である。 

 
図－３ プロスペクト理

論における価値関数 
図－４ 時間経過の介在 

一方、図－２は、災害対策は計画を遂行(②)して初

めて成果(③)や帰結(④)を得ることを示している。③→

④が条件的関係であるといってもそもそも③が実現しな

ければ④は得ることが出来ない。つまり、対策を実施す

ることそのものについても、後々の後悔を避けることが

期待できるという効果があると考えられる。従って、対

策を実施することそのものについての効果を評価する方

法を開発し、評価に加えることも考えられる。 

b）被害額算定式・費用便益分析手法の改良 

一般的に外力と被害は比例の関係と考えられ、通常の

災害の範囲であるならば、過去の統計等から被害額算定

式を検証することも可能である。しかし、低頻度メガリ

スク型沿岸域災害の場合、実績データを得ることは容易

ではなく、その検証は困難である。そのため、図－５に

示すように外力に対して被害が急激に甚大化する可能性

も否定できない。 

 
図－５ 被害額算定式の関数形 

また、便益算定結果は、社会的割引率やプロジェクト

ライフ(費用、便益の計算期間)に大きく依存するが、既

往の評価手法におけるこれらの設定のNo-Regretな対策

への適用性にも、課題があると考えられる。 

一方、被災を受ける都市インフラが代替性を有してい

るものであれば、被害の波及は低減され、表－４のコス

ト発生に係わる被害額は代替・復旧セクターにとっては

増収(正の効果)となる。費用便益分析におけるこれらの

扱いについては議論のあるところである。 

表－５ 各インフラの代替性 

 

低頻度メガリスク型沿岸域災害対策の評価においては、

これらを踏まえた被害額算定式・費用便益分析手法の改

良が必要であると考えられる。 

 

４．おわりに 

 

低頻度メガリスク型沿岸域災害対策は、超過外力を対

象とすることから本来、減災対策である。しかし、一旦

被害が発生すると、被害の及ぶ空間的、機能的、時間的

範囲は広い。 

このようなローフリークエンシー・ハイインパクトな

事象に対する減災対策は、地域社会の壊滅的被害を防ぐ

負効用抑止型であるべきである。また現在は、費用対効

果、むだの排除が求められる時代でもある。従って、防

災投資とその評価について平常時と災害時概念、負効用

抑止概念等から見直しを行い、新たな防災計画論を構築

すべきと考える。本論文において報告した結果は、この

ような防災計画手法の高度化に資するものであると考え

ている。 
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